
 

 

令和３年度第１回港区消防団運営委員会 
 

 

１ 開催方法 

  令和３年度第１回港区消防団運営委員会は、新型コロナウイルス感染症

感染拡大防止を考慮し、書面開催としました。 

 

２ 書面開催日 

  令和３年７月２日（金） 

 

３ 審議事項 

  令和２年度諮問「水災時において消防団が効果的に活動する方策はいか

にあるべきか」の答申案の決定【資料２】 

 

＜送付資料＞ 

（資料１）答申案概要 

（資料２）「水災時において消防団が効果的に活動する方策はいかにあるべきか」の答申案 

（資料３）港区内各消防団員への水災に関するアンケート結果 

 

 

 



⽔災時において消防団員が効果的に活動する⽅策はいかにあるべきか （審議期間︓令和２年８⽉から令和３年７⽉まで）
１ 諮問事項１ 諮問事項

答申（案）概要

１ ⽔災時の活動体制
（１）参集待機時間問題の解消

現員数も考慮し、浸⽔区域、地域特性や災害状況
に応じた、招集及び任務班の編成時期等について

（２）⽔災時教育の充実
⽔災時の活動能⼒及び安全管理能⼒の向上について

（３）応援体制
管轄区域を超えた消防団相互応援のあり⽅について

（４）避難所運営支援
避難所運営支援について、区と消防機関（消防署・

消防団）との連携

２ 装備資機材及び分団本部施設
（１）装備資機材の増強

地域特性に応じた各消防団に必要な資機材及び配置
について、分団本部施設等の規模を考慮する。

（２）分団本部施設の整備
分団本部施設の待機スペース確保や機能向上、また

は現状施設のスペースの有効活用など、消防団員の高
齢化や⼥性消防団員の増加等の変化に応じた⾒直しに
ついて

１ ⽔災時の活動体制
（１）参集待機時間問題の解消

⽕災に対応する消⽕班を優先的に確保することに留意しつつ、警戒レベル、災害規模及び
気象情報等に応じて、段階的に参集することにより、任務班を編成していく必要がある。

（２）⽔災時教育の充実
⽔災活動用資機材を活用し、消防署隊、区及び河川管理者等との連携の下、実戦的な訓練

を積み重ねることにより、活動能⼒を向上させていく必要がある。
（３）応援体制

災害規模や発⽣件数等に応じて、管轄区域を越えて隣接消防団間で消防団員の派遣や資機
材等、活用についての相互応援体制を構築しておく必要がある。

（４）避難所運営支援
平時から区と消防が密接な連携を進め、避難所運営の効果的な対応要領の検討や、避難所運

営に関する研修会や訓練等実施し、地域防災⼒の⼀層の充実強化を図る必要がある。
⽔災時における消防団による避難所運営支援については、消防団が災害対応を最優先とする

ことを前提とし、支援活動の必要性について検討をしていく必要がある。

２ 装備資機材及び分団本部施設
（１）装備資機材の整備

⽔災に適し、衛⽣管理、⻑時間活動等に配意した装備資機材の増強が必要である。
ア 内⽔等汚⽔の排⽔活動環境下での衛⽣管理資機材（腕カバー付⼿袋、胴付き⻑靴等）
イ ⽔災時に適応した浸⽔対応資機材（小型排⽔ポンプ等）
ウ ⻑時間活動を考慮し、防⽔性能を有した⾮常用充電機器（モバイルバッテリー、
ポータブル電源機器等）

（２）分団本部施設の整備
活動実態を踏まえた効率的で機能的な分団本部施設の整備が必要である。

ア Wi-Fiを含むインターネット設備等の固定的な通信環境の整備だけでなく、タブレット
端末等を含む移動的な通信環境の整備

イ ⻑時間活動を考慮した待機所の整備
ウ 既存スペースを有効活用できる仮眠用資機材の整備（簡易ベッド、リクライニング
チェア等）

エ ⼥性用スペース等の整備（⼥性用トイレ、更⾐室、⼥性用仮眠スペース）

地域に密着した消防団は、平常時において消⽕活動をはじめ防⽕防災訓練指導など献身的な活動をしており、⽔災時の活動においても大いに期待されている。
近年、気候変動等の影響により、超大型台⾵や局地的豪⾬による⾃然災害が発⽣しており、令和元年１０⽉に発⽣した台⾵第１９号では、多くの消防団員が⽔災事象

に対応し、避難誘導、土のうを活用した浸⽔防止活動及び排⽔活動などに従事したところである。
こうした中で、消防団の活動体制、避難所支援等の対応、装備資機材・分団本部施設の充実強化などの課題が抽出された。
このことから、⽔災時において消防団員が効果的に活動するための具体的な⽅策について諮問するものである。

２ 諮問の趣旨２ 諮問の趣旨

３ 検討内容３ 検討内容 ４ 答申及び対応方針４ 答申及び対応方針



 

 
 

答 申 
 

 

諮問事項 

 

「水災時において消防団員が効果的に活

動する方策はいかにあるべきか」 
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第１ 諮問概要 

 

 １ 諮問事項 

   「水災時において消防団員が効果的に活動する方策はいかにあるべきか」 

 

 ２ 趣旨 

   地域に密着した消防団は、平常時において消火活動をはじめ防火防災訓練指導など献

身的な活動をしており、水災時の活動においても大いに期待されている。 

   近年、気候変動等の影響により、超大型台風や局地的豪雨による自然災害が発生して

おり、令和元年１０月に発生した台風第１９号（以下、「令和元年東日本台風」とい

う。）では、多くの消防団員が水災事象に対応し、避難誘導、土のうを活用した浸水防

止活動及び排水活動などに従事したところである。 

   こうした中で、消防団の活動体制、避難所支援等の対応、装備資機材・分団本部施設

の充実強化などの課題が抽出された。 

   このことから、水災時において消防団員が効果的に活動するための具体的な方策につ

いて諮問するものである。 

 

第２ 検討の方向性 

１ 活動体制について  

①（課題） ・ 居住地団員には参集が早すぎる。 

・ 災害発生時期と参集時期のタイムラグがあり任務班を編成しても待機が長

い状況であった。 

(検討)  現員数も考慮し、浸水区域、地域特性や災害状況に応じた、召集及び任務

班の編成時期等について 

 

②（課題） ・ 超大型台風の発生など、水災活動時の安全管理に不安があった。 

・ 風水害時の災害対応の知識・技術が不足していた。 

（検討）  水災時の活動能力及び安全管理の向上について 

 

③（課題） ・ 災害発生数、規模に差異があり隣接消防団での応援体制が必要である。 

・ 広範囲の浸水などで長時間活動となり応援体制等が必要であった。 

（検討）  管轄区域を越えた消防団相互応援のあり方について 

 

④（課題） ・ 災害対応のほか、住民等から避難所運営支援等の要請が多く対応に苦慮し

た。 

・ 避難所から避難者の移動要請があった。 

          ・ 避難所開設支援、運営支援があった。 

・ 避難所状況確認後の引き揚げ時に苦情があった。 

（検討）  避難所運営支援について区と消防機関との連携について 
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 ２ 装備資機材及び分団本部施設について  

① (課題） ・越水、内水による浸水対応資機材（排水資機材、胴長、土のう、水のう  

等）が不足していた。 

・ 浸水防止活動時、内水（汚水）の衛生管理資機材が不足していた。 

  （検討） 地域特性に応じた各消防団に必要な資機材及び配置について、分団本部施設

等の規模を考慮する。 

 

②（課題） ・分団本部施設の待機スペース等が不十分であった。 

        ・ 施設が狭い。 

       ・ 仮眠用資機材がない。 

・ インターネット設備が全くない。 

  （検討） 分団本部施設の待機スペース確保や機能向上、または現状施設のスペースの

有効活用など、消防団員の高齢化や女性消防団員の増加等の変化に応じた見直

しについて 

 

 ３ 消防団員へのアンケート結果について 

   検討に当たって、港区内の消防団員へのアンケートを実施した。 

 

第３ 活動体制について 

 １ 参集待機時間問題の解消 

現行の水災時における参集基準は、東京消防庁管下では、気象情報等で水災が予想さ

れる場合、水防態勢及び水防非常配備態勢を発令して対応する。 

水防非常配備態勢には４段階あり、消防職員は、水防第１非常配備態勢により当番の

職員及び発令時に勤務している所要の職員、水防第２非常配備態勢により当番の職員並

びに当番以外の職員のおおむね３分の１、水防第３非常配備態勢により当番の職員並び

に当番以外の職員のおおむね半数、水防第４非常配備態勢により全職員が参集する。 

消防団員についても、特別区消防団災害活動等基準に基づく各消防団の召集計画によ

り参集する。水防第１非常配備態勢により出場準備が行われ、水防第２非常配備態勢に

より全消防団員の３分の１以内の人員が参集、水防第３非常配備態勢により全消防団員

の２分の１以内の人員が参集、そして水防第４非常配備態勢発令により全消防団員が参

集と、消防職員の参集基準に準じた計画となっている。 

しかし、水災を警戒した参集では、震災時の非常参集とは違い、気象情報等で水災が

予想される場合に余裕を持って参集することになる。ほぼ全ての消防職員は、東京都内

及びその近郊地域から電車やバス等の公共交通機関を使用して遅延や運休を避けた時間

帯に参集するのに対し、消防団は管内に居住している「居住地団員」が圧倒的に多く徒

歩や自転車で早期の参集が可能であることから、待機時間が長時間になる傾向がある。 

消防団の参集手段については、消防団員へのアンケートの結果からも、９４パーセン

トが徒歩及び自転車で参集している。 

よって、消防団員の待機時間の問題を解消するためには、居住地団員に対しては、連

絡体制を確保したうえで自宅待機も含めた活動を可能にし、火災に対応する消火班を優



3 

先的に確保することに留意しつつ、警戒レベル、災害規模及び気象情報等に応じて、段

階的に参集することにより、任務班を編成していく必要がある。 

 

２ 水災時教育の充実 

令和元年東日本台風で、気象庁は「狩野川台風に匹敵する大雨となる恐れもある」と

歴史に残る大災害を引き合いに警鐘を鳴らした。 

狩野川台風は、１９５８年（昭和３３年）に南関東地方を襲い、伊豆半島の狩野川の

氾濫を引き起こし、死者・行方不明者１，２００人以上を発生させた台風である。 

事実、令和元年東日本台風は、伊豆半島に上陸後、関東地方を通過し、東北地方の東

海上を抜け、気象庁は、1 都１２県の自治体に大雨特別警報を発令、大雨、洪水警戒レ

ベルで最高の「５」に相当する警戒を促した。 

東京消防庁管内では多摩川流域である世田谷区玉川や大田区田園調布において、大規

模な浸水被害が発生し、多くの消防団員が水防活動に従事した。 

この大規模浸水の特徴は、多摩川の河川から溢水した外水氾濫ではなく、市街地側の

標高よりも河川の水位が上昇したため、市街地側の排水能力が機能不全に陥った内水氾

濫であり、河川の水が排水路を逆流した地域も確認されている。 

事務局にて、令和元年東日本台風において港区内の水災件数を調査した結果、港区の

４消防署隊が扱った水災件数は１２件で、消防団員２８６名が参集し、その活動は、監

視警戒、排水口の設定等が主なものであった。 

港区内では大規模な浸水被害はなかったものの、内水氾濫は、標高の低い場所である

ほど発生のリスクが高く、標高の低い場所が少なからず存在する港区内では内水氾濫が

発生するリスクが高いと考えられる。 

消防団員へのアンケートの結果、実際に水災時の活動経験が「ない」と回答した人は

５７パーセントで、「ある」と回答した人を上回っている。また、河川の氾濫等の水災

時の活動に不安が「ある」と回答した人は６０パーセントを占めている。 

不安な事の理由として５７パーセントの人が「水災時の活動要領」と回答している。 

アンケート結果から、港区内の消防団員は、水災時の活動経験がない人も多く含まれ、

水災時の活動に何らかの不安を抱えていることがうかがえる。アンケートの具体的な意

見のなかでも、水災時の活動訓練を望む声が挙げられている。 

 水災時の活動訓練としては、現在、配備されているフローティングストレーナーやフ

ロートロープ、救命ボート等の水災活動用資機材を活用し、消防署隊、区及び河川管理

者等との連携の下、実戦的な訓練を積み重ねることにより、活動能力を向上させていく

必要がある。 

 

３ 応援体制 

   前記２「水災時教育の充実」のとおり、港区内においては、令和元年東日本台風によ

る大規模な浸水は認められなかった。 

   しかし、多摩川流域である世田谷区玉川や大田区田園調布では大規模な浸水が発生し、

大勢の消防団員が長時間にわたり、可搬ポンプによる排水活動や照明活動等を行ってお

り、活動資機材の不足や長時間活動に伴う人員不足が発生した。 
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   このように、地域によって災害規模や発生件数に差異が生じる場合がある。 

   近年、「ゲリラ豪雨」と呼ばれる局地的な集中豪雨が頻発し、全国各地で毎年のよう

に浸水被害が発生している。 

   このことから、水害に備え活動資機材や人員を充実させておくことは勿論、消防団員

で相互に応援することによる人員や資機材の有効活用は、極めて有効な対応手段と言え

る。 

   消防組織法第１８条第３項には、「消防団は、消防長又は消防署長の所轄の下に行動

するものとし、消防長又は消防署長の命令があるときは、その区域外においても行動す

ることができる」と定めている。 

   消防団員へのアンケートの結果でも、大規模な洪水災害等が発生した場合に応援体制

の確立の必要性を感じると回答した人は、８５パーセントを占めている。 

   資機材や人員が不足した場合に、隣接消防団に対して派遣要請を行い、応援を受ける

ことは、地理上の点からも迅速性もあり、また効果効率的である。 

   上記をまとめると、災害規模や発生件数等に応じて、管轄区域を越えて隣接消防団間

で消防団員の派遣や資機材等、活用についての相互応援体制を構築しておく必要がある。 

   

 ４ 避難所運営支援 

   消防団員は、生業の傍ら「自らの地域は自らで守る」という郷土愛の精神に基づき消

防防災活動を行い、地域防災力の中核的存在として、地域住民の安全・安心の確保のた

めに果たす役割は大きく、地域住民の消防防災に対する信頼の礎である。 

避難所の開設、運営時にその主体である自治会長等とは、旧知の間柄である場合も多

く、そのため避難所運営の支援を消防団員へ要請することも予想される。 

   しかしながら、消防組織法第１８条第３項において「消防団は、消防長または消防署

長の所轄の下に行動する」とあり、消防団は、消防署長の指揮系統の下において災害対

応を優先することから、要請に十分に応えられない実情にある。さらに、同法第２７条

においては、特別区においては消防を都知事が管理することとされており、災害時にお

いて、一般の消防本部設置市町村とは異なり、災害対策本部と消防本部の組織的一体性

がないことから、災害対策本部と消防署隊本部及び消防団本部との連携体制を、より強

固なものにしておくよう努めていかなければならない。 

平時においては、区と消防の密接な連携を進めながら、地域住民の共助体制を強固な

ものとしていくため、避難所運営の効果的な対応要領の検討や、避難所運営に関する研

修会や訓練等を実施し、地域の実態や特性を踏まえた地域防災力の一層の充実強化を進

めていく必要がある。 

また、令和元年東日本台風のように甚大な被害が想定される災害が発生した場合には、

まず、消防団が災害対応を最優先することを前提としながら、適宜災害対応状況を災害

対策本部等に情報提供するなど、区と消防署及び消防団が円滑に連携し情報を共有して

いくことが必要である。 

その上で、水災時における消防団による避難所運営支援については、災害対応活動に

支障のない範囲で支援要請を受けることが可能である場合など、支援活動の必要性につ

いて検討をしていく必要がある。 
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第４ 装備資機材及び分団本部施設について 

 １ 水災に適し、衛生管理、長時間活動等に配意した装備資機材の整備 

東日本大震災を契機として地域の消防防災体制の中核である消防団の充実強化を図る

ことを目的とした「消防団を中核とした地域防災力の充実強化に関する法律」が施行さ

れ、「消防団の装備の基準」が改正された。 

その改正のなかで、消防団の情報共有等の強化を図るためのトランシーバー等の双方

向通信機器、救助用半長靴やライフジャケット等の安全装備品、さらに大規模災害に対

応するため、油圧切断機やエンジンカッター等の救助活動用資機材が全消防団に配備さ

れる等、消防団の装備について充実、改善が進められている。 

消防団員へのアンケートでは、水災活動に使用する資機材の増配を望む人は２２パー

セントで、「現行のままでよい」と回答した人が多数であった。 

しかし、消防団に標準的に配備されている資機材の中から、水防活動に用いる資機材

（別紙参照）を調査した結果、これまで以上に水災時の活動に適した装備資機材を増強

する必要性が認められた。 

必要とされる資機材については、例えば、内水等汚水の排水活動環境下では腕カバー

付き手袋、胴付き長靴等の衛生管理装備資機材、また、消防団所有の可搬ポンプが容易

に接近できない排水活動環境下では軽量で容易に運搬操作できる小型排水ポンプ等の水

災時に適応した浸水対応資機材、さらに、風雨の中長時間活動等を考慮したモバイルバ

ッテリーやポータブル電源機器等の防水性能を有した非常用充電機器である。 

 

 ２ 活動実態を踏まえた効率的で機能的な分団本部施設の整備 

⑴ 分団施設の整備状況 

分団の施設整備については、平成１１年度に魅力ある消防団づくりに関する委員会の

提言により、可搬ポンプ積載車を格納でき待機施設を有する分団本部級施設（標準面積

８０㎡）、格納スペースと待機スペースを有する部級（準分団級）施設（標準面積３６

㎡）※及び震災対策用プレハブ格納庫（５㎡）を整備していくこととされた。 

さらに、平成１７年度からは分団本部級施設について重点的な整備が行われている。 

一方で、分団本部級施設の用地確保については年々困難な状況になっており、従来か

らの一棟単位での整備ではなく格納庫と待機施設とを分散させた拠点単位の整備、東京

消防庁の庁舎建設に併せた整備、行政機関施設との併設や間借り等により施設の整備が

進められている状況と言える。 

港区内の消防団施設（４消防団、１９消防分団）について、待機スペースの有無を調

査した結果、４５施設のうち、待機室のある施設数は９施設であり、施設数としてはま

だまだ少ない状況にある。 

また、現分団本部施設においてはインターネット設備やモバイル端末等の通信環境が

整備されておらず、災害の情報収集には、それらの通信環境を有する消防署隊や団本部

からの情報に依拠しており、降雨量や河川の水位等の水災情報等を入手したい場合は、

個人のスマートフォン等を活用しているのが現状である。 

消防団員へのアンケートでは、分団本部施設にインターネット環境（Ｗｉ－Ｆｉ含む）

が必要と回答した人は７７パーセント、またタブレット端末を必要と回答した人は６８
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パーセントと半数以上の消防団員が通信環境の改善を望んでいる。 

Ｗｉ－Ｆｉを含むインターネット設備の整備等による通信環境の改善は、情報集約能

力の向上はもとより、消防署隊、団本部及び分団本部間、かつ分団間同志の情報連絡、

分団本部から団本部への報告のために有用である。 

さらに、モバイル端末等での情報収集が普及している昨今では、現場や出先での対応

が求められる消防団員にとって、固定的な通信環境の整備だけでなく、タブレット端末

等を含む移動的な通信環境の確保を含めた検討が必要である。 

また、長時間活動を考慮した待機所の整備が必要であると同時に、既存スペースをさ

らに有効活用し、折りたたみ収納することのできる簡易ベッドやリクライニングチェア

等の設置により待機スペースの問題を解消していく必要がある。 

消防団員へのアンケートの結果、ほぼ半数の人が待機スペース及び仮眠用資機材の改

善を望んでいる。 

※  令和２年８月１４日現在、部級施設は、部級格納庫（おおむね４５ ）として、整備が進められ

ている。 

⑵ 社会環境への対応 

全国の消防団員数については年々減少しており、令和２年４月１日現在、前年に比べ

１３，５０４人減少し、８１８，４７８人となっている。直近の過去２年間では、年間

１万人を超えるペースで減少を続けている。 

 

出典：総務省消防庁(2021)『令和２年版 消防白書』消防団員数及び被雇用者である消防団員の割合の推移 表

P．32） 

消防団員の平均年齢は、令和２年４月１日現在、前年に比べ０．３歳上昇し、４１． 

９歳となっており、年々上昇し、高齢化が進んでいる。 
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出典：総務省消防庁(2021)『令和２年版 消防白書』消防団員数の年齢構成比率の推移 表 P．33） 

このような状況のなか、女性消防団員数は、令和２年４月 1 日現在、前年に比べ５７

５人増加し、２７，２００人となっており、消防団員の総数が減少する一方で、増加の

一途を辿っている。 

 
          出典：総務省消防庁(2021)『令和２年版 消防白書』女性消防団員数の推移 表 P．33） 

これら社会環境が変化するなかで、資機材の軽量化や女性用スペース等の整備等、活

動環境に配慮する必要がある。 

消防団員へのアンケートの結果でも、女性消防団員のほぼ７０パーセント以上が女性

トイレ、女性用更衣室、女性用仮眠スペースについて、いずれも「希望する」と回答し

ていることからも、女性用スペース等の整備が必要であると同時に前項に記載した仮眠

用資機材の配備等も含め、消防団員の平均年齢の上昇等に配意した、活動実態を踏まえ

た効率的で機能的な分団本部施設の整備が必要である。 

 

第５ 新型コロナウイルス感染症対策等について 

現在、新型コロナウイルス感染症に対しては、政府による基本的対処方針のもと、蔓

延を防止するため、「三つの密」（密集、密接、密閉）防止の徹底をはじめ、日々対策

が講じられているところである。 

消防団においても、「人と人との距離の確保」「マスクの着用」や「手洗いなどの手
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指衛生」などの基本的な感染予防対策を行うこと、あるいは、資機材や衛生用品を充実

させたうえで、災害に臨まなければならない。 

今後とも、消防団員が効果的に活動するためには、３密の回避等、日常生活を営む上

での基本的生活様式を含む「新しい生活様式」を実践、習慣、さらに定着させ、感染拡

大の予防を図ったうえで活動していく必要がある。 

本委員会にて提言された装備資機材や施設の整備とともに、新型コロナウイルス感染

症対策についても優先順位を明確にし、かつ計画的に整備をすすめていくことが重要で

ある。 



特別区消防団の主な装備資機材 

 資 機 材 名 概          要 

 
 

 
 

消 

火 

関 

係 
 

可搬ポンプ 

水を吸い上げて高所に水を上げたり、遠方へ送水するもので、消火活動等に

使用します。 

ポンプはＢ-２級消防ポンプで、搬送台車又は可搬ポンプ積載車に積載してあ

り、各可搬ポンプにそれぞれ65ｍｍホース２０本、放水用管そう２本、吸管

等が装備されています。 

 
 

可搬ポンプ積載車 

災害出場や各種警戒、広報活動等を実施する時に使用しています。 

車両には赤色灯やサイレンを装備しており、緊急走行が可能です。災害時に

は各消防団に配置してある可搬ポンプを積載（基本的には常時積載していま

す。）し、出場します。 

水 

防 

関 

係 

給水器 

（ﾌﾛｰﾃｨﾝｸﾞｽﾄﾚｰﾅｰ） 

水防活動時において、可搬ポンプの吸管の先端に取り付け、浸水区域の排水

活動等に使用します。水面に浮かんだ状態で吸水するため、水底に堆積物が

多い場合も使用することができます。 
 

 救命胴衣 
水防活動時等において、消防団員が安全に活動できるよう救命胴衣を整備し

ています。 

フロートロープ 

このロープは水面に浮く機能を備えており、足元が冠水した状態でもロープ

を見失うことがなく、避難誘導時に活用できるほか、水難救助用のロープと

しても使用することができます。 

救 
 

助 
 

・ 
 

救 
 

護 
 

関  

係 

チェーンソー 震災時等の活動において、木材等の切断に使用します。  
 
 

 

携帯型油圧救助器具 
震災等の大規模災害における倒壊建物からの救助活動時や交通事故等におけ

る車両のドア開放等に活用します。 

万能オノ 簡易的な携帯破壊器具です。木製ドアの開放等に活用します。 

救急カバン 各種災害や警戒等において、傷病者が発生した際の応急救護活動に使用します。

ＡＥＤ 心臓に電気ショックを与え、元の正しいリズムに戻すための機械です。 

担架 
持ち運びが容易なように、折りたたむことができる担架です。 

震災等の災害時に傷病者を搬送します。 

リヤカー 収納のために折りたたみできるリヤカーです。 

情 

報 

伝 

達 

関 

係 

消防団専用無線通信機 
特別区消防団の災害現場等における情報伝達体制を強化し、総合的な災害対応

力を向上させるため、特別区消防団専用の無線通信機として整備しています。 

 
携帯無線機 同一の管轄の消防署隊と同じ署活波が入っている無線機です。 

トランシーバー 

消防団員の災害活動や警戒活動における消防団員相互の情報伝達手段として

使用します。通信距離が短いことから、現場における局所的な通信手段とし

て活用します。 

受令機 消防デジタル無線の受信専用機です。 

照

明

関

係 

電光表示器 
夜間における各種活動等において、周囲を均一的に明るくし、効果的かつ安

全に活動できるよう、電光標示器（バルーン投光器）を整備しています。 
 
 

投光器 夜間における災害現場や警戒場所で、採光用として使用します。 

頭上ライト 夜間や閉鎖空間で、個々に採光するためのもので、保安帽等に着装できます。 

懐中電灯 夜間、暗所等での活動に使用します。 

そ 
 

 
 

の 
 

 
 

他 

携帯拡声器 持ち運びできる手持ちタイプの拡声器です。  
 

防塵マスク 救助活動等の災害活動や各種訓練時等における粉じんの吸入を防ぎます。 

防塵メガネ 
救助活動や応急救護活動等の災害活動や各種訓練時等における目の保護のた

めに配置しています。 

安全チョッキ 訓練時等で、安全管理担当を示すチョッキです。 

誘導棒 車両や歩行者の誘導に使用します。 

非常用発電機 
震災時等において、長時間停電した状況下でも消防団活動を支障なく実施す

るため、照明などの電気設備が通常どおり使用できるようにしています。 

組立水槽 火災等における遠距離送水や訓練時の水利として使用します。 

放射能測定器 

Ｎ災害時等においては、消防団は危険区域外で消防署隊の後方支援活動等を

行う可能性があります。消防団の活動区域が安全な区域であることを確認す

るために配置しているものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

別紙 



1 
港区消防団運営委員会 

消防団員に対する水災に関するアンケートの結果について 

 

■調査対象 

 港区内の４消防団 

■調査方法 

 アンケート用紙配布・回収による 

■調査期間 

 令和２年１２月１５日から令和３年１月１５日まで 

■回収状況 

発送数 有効回答数 無効回答数 有効回答率 

１６０（各消防団４０部） １５３※ ７ ９５．６％ 

※女性消防団員４３票を含む 

■アンケート注記 

円グラフ内の数値は、上段が人数、下段が割合（％）を表す。 

 

◇アンケート回答者の年齢層は、「４０～４９歳」の層が一番多く、次いで「５０

～５９歳」及び「６０～６９歳」、さらに「３０～３９歳」の順となっており、それ

らの年齢層が全体の７４パーセントを占めている。 

 

 

15
10%

11
7%

23
15%

33
21%

29
19%

29
19%

12
8%

1
1%

年齢層

10～19歳
20～29歳
30～39歳
40～49歳
50～59歳
60～69歳
70～79歳
80～

資料３ 
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港区消防団運営委員会 

 

◇参集時間は、８８パーセントの消防団員が「３０分未満」と回答している。 

 

 

◇参集手段は、６４パーセントの人が「徒歩」、３０パーセントの人が「自転

車」と回答している。 

 

 

 

76
50%

59
38%

8
5%

6
4%

4
3%

参集にかかる時間

０分～１５分 １５分～３０分未満 ３０分～１時間未満 1時間以上 不明

徒歩

98
64%

自転車

46
30%

バイク

9
6%

参集手段

徒歩 自転車 バイク
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港区消防団運営委員会 

 

◇実際に参集した経験が「あり」と答えた人は、全体の６４パーセントを占め

ている。 

 

 

≪水災時の活動体制について≫ 

◇参集時、待機時間が長いと感じた人が６０パーセントを占めている。 

 

 

98
64%

55
36%

参集経験は？

ある ない

59
60%

39
40%

待機時間は長いと感じた？

感じる 感じない
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港区消防団運営委員会 

 

◇待機時間の長さについて、４９パーセントの人が何らかの対策が「必要である」

と回答している。 

 

 

◇実際に、水災害に従事したことが「ある」と回答した人は、全体の４３パーセ

ントで、「ない」と回答した人（全体の５７パーセント）のほうが上回っている。 

 

 

48
49%

50
51%

待機時間について対策が必要？

必要である 必要ない

42
43%

56
57%

水災害に従事したことは？

ある ない
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港区消防団運営委員会 

◇従事したことがあると回答した人のうち、一番多く占めている従事内容は、

「監視警戒」で５２パーセントである。続いて、可搬ポンプを用いた排水活動や

道路上の排水口のごみ除去などの「排水活動」が３５パーセントである。 

 

◇具体的な従事内容 

・道路等の排水口清掃・除去  

・可搬Ｐによる排水  

・積み土のう工法  

・倒木の除去・街路樹の補強  

・避難場所の警戒、土砂崩れ場所警戒、河川の警戒  

・古川流域の越水防止  

・バケツリレーによる排水活動  

・住宅浸水のため避難誘導  ・（水没）車の救出  

 

◇従事中に装備資機材や活動内容等で困ったこと 

・吸管の浮きによる吸水時の落水 

・浸水（流水）の勢いが強く、大量の水で器材が何も使えなかった。 

・資器材搬送時の車の手配（土のう） 

・雨風音が大きく団員とのコミュニケーションがとりづらかった。 

・排水口の清掃・除去の際、厚手のゴム手袋がほしかった。 

・台風時の警戒は、夏場で活動着の上からの合羽で蒸し暑かった。 

・排水時ずぶ濡れになり不衛生であった。 

・活動雨衣が着脱しづらく、水が入ってくる。 

1
2%2

3%
21

35%

3
5%

31
52%

2
3%

水災害の従事内容

水防工法

避難誘導

排水活動

警戒区域設定

監視警戒

その他



6 
港区消防団運営委員会 

◇河川の氾濫や道路冠水及び床上浸水等、水災時の活動に関して、不安があると

回答した人は６０パーセントと半数以上を占めている。 

 

 

◇不安なことの理由として、５７パーセントの人が水災時の活動要領を挙げている。 

また、４２パーセントの人が水災活動時の安全管理要領を挙げている。（複数回答）                        

 

 

 

92
60%

61
40%

水災活動に不安は？

ある ない

62
57%

45
42%

1
1%

不安なこととは？

水災時の活動要領 活動時の安全管理 その他（装備について）



7 
港区消防団運営委員会 

◇今後、大規模な洪水、越水災害が発生した場合を考慮して、隣接消防団との応

援体制の確立の必要性を感じると回答した人は、８５パーセントを占めている。 

 

 

≪装備資機材及び分団施設について≫ 

◇水災活動時に使用する資機材について、新たに配置又は増強してほしい資機材が

「ある」と回答した人は全体の２２パーセントであり、「現行で十分である」と回

答した人は、７３パーセントである。 

 

130
85%

23
15%

応援体制の必要性を感じる？

感じる 感じない

34
22%

111
73%

8
5%

水災活動時に、新たに設置または増強してほしい資

機材はありますか？

ある 現行で十分 不明



8 
港区消防団運営委員会 

◇配置または増強してほしい具体的な資機材名 

・（モバイル）バッテリー ６件 

・胴付長靴 ５件 

・防水性の腕カバー ５件 

・救命ボート ４件 

・防災ラジオ ３件 

・軽量タイプの排水ポンプ ２件 

・簡易土のう ２件 ・無線機 ２件 

・止水板 １件・ＭＣＡ １件（増強） ・厚手のゴム手袋 １件 

・携行型ＬＥＤライト １件 

 

 

 

◇災害情報収集のため、分団本部施設にインターネット環境（Ｗｉ‐Fｉ含む）が

必要と回答した人は、全体の７７パーセント、また、タブレット端末を必要と回答し

た人は全体の６８パーセントを占めている。  

 

 

 

 

 

118
77%

30
20%

5
3%

インターネット環境の

必要性

感じる 感じない 不明

 

104
68%

44
29%

5
3%

タブレット端末の必要性

感じる 感じない 不明



9 
港区消防団運営委員会 

≪分団本部施設について≫ 

◇参集した場合を考えた時、現在の待機スペースは狭いので広くしてほしい

と回答した人は、５４パーセントと全体の半数以上を占めている。 

 

 

◇仮眠用の簡易ベッド等の資機材の配布を希望している人は、全体の４６パー

セントとほぼ半数を占めている。 

 

 

67
44%

83
54%

3
2%

待機スペースの広さは十分ですか？

十分な広さである 狭いので広くしてほしい 不明

70
46%

74
48%

9
6%

仮眠用の簡易ベッド等の資機材を希望しますか？

希望する 希望しない 不明



10 
港区消防団運営委員会 

◇女性団員を対象としたアンケートで、女性用のトイレ、更衣室（場所）及び

仮眠スペースを希望するか否かの回答では、いずれも７０パーセント以上の人が

「希望する」と回答している。 

 

◇女性団員を対象としたアンケートで上記以外に、女性消防団員の目線から、改善

が望まれる、または希望する設備、装備資機材 

・シャワー設備、トイレの床掃除用の排水口をつけてほしい。 

・手洗い場（掃除用） 

・装備品は旧タイプのものが多く、機能性に乏しく動きにくい。 

・装備資機材には重いものが多く、女性高齢者には使いづらいのが多いので、 

アシスト機能があればよい。 

・災害時に女性を助けた場合に生理用品を常備しておきたい。 

・パーテーション（目隠し） 

・仮眠スペースではなく、体を休めることのできる椅子 

・長時間参集の場合は、男女分かれて仮眠する場所が必要。 

 

 

31
72%

10
23%

2
5%

仮眠スペース

希望する

希望しない

不明

31
72%

10
23%

2
5%

女性用更衣室

（場所）

希望する

希望しない

不明

30
70%

13
30%

女性用トイレ

希望する

希望しない



11 
港区消防団運営委員会 

≪新型コロナウイルス感染症対策について≫ 

◇消防団の活動を継続させていくうえで、感染症対策として分団本部施設に必要な

設備、装備資機材、対策等 

・消毒液 １５件 ・体温計（非接触型を含む）７件 ・フェイスシールド ８件 

・マスク １６件 ・ＰＣＲ検査 ２件 ・セパレーター（アクリル板） ２件  

・空気清浄器 ２件 ・加湿器 ２件 ・手洗い用の洗面所 ２件  

・パルスオキシメーター（血中酸素濃度計） ２件 ・防護服 ２件  

・Ｎ９５マスク ３件 ・呼吸苦の際の簡易ボンベ １件 

・団員の予防（ワクチン）接種 ２件・ ゴム手袋 １件 

・換気設備 １件 

・会議用コーナーフェンス ２件                     （順不同） 

 

≪避難所運営支援について≫ 

◇水災害時、避難所運営支援の要請を受けた経験は、９０パーセントの人が「ない」

と回答している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

2
1%

138
90%

13
9%

避難所運営支援の要請を受けた経験はありますか？

ある ない 不明



12 
港区消防団運営委員会 

◇実際の水災害時、または、防災訓練等での避難所運営訓練に参加時、避難所運

営支援について消防団員として直面した課題（困った経験） 

・情報が遅い・連絡網がうまく伝わらない。 

・避難所体験訓練をお願いします。経験自体が不足している。 

・団員の不足。 

・地域の連帯感のなさを感じた。 

・外国人への語学力などの対応力不足。 

・日ごろから、地域防災協議会と関係を持っておく必要性を感じた。 

・台風時、防災無線が全く聞こえず、どこに避難所ができたかわからなかった。 

・避難所運営訓練時、避難ベッド、トイレの設営を行ったことなく、一般の方から質問されて

も答えられなかった（一緒に考えた）。 

・言葉の違い等による避難所でのコミュニケーションがとりづらい。 

 →サインボードなどの工夫が必要だと感じた。 

・最新情報の掌握及び集積が難しい。 

・防災訓練時、報告システムアクセスに長時間を要した。 

・このアンケートを書いているうちに、水災時の訓練の必要を感じた。 

 

 

◇その他、水災時の活動、分団本部施設に関しての意見 

・水災時用の訓練をすべき。 

・実際の水災時にしっかりと動けるような知識と訓練を授かりたい。 

・参集が長時間待機に至る場合もあるので、密を避けるため、分散警戒体制を考慮すべき。 

・団員全員が水災時に使用する機材、設備を使えるよう学ぶ時間がほしい。 

・パニック状態を想定して取り組むこと。 

・分団地域外にある格納庫が遠いため、参集（１５分）ポンプ搬送（４０分）に時間がかかる。 

・分団施設が低所にあり、浸水する心配。 

・区の防災無線と消防無線とを一元管理できたら有難い。 

・水害時のけがで、結膜炎、破傷風が不安なので、予防接種があればよい。 

・高潮、津波時、格納庫の浸水に不安。 


